
人計第２７１８号

２１．３．１１

大 臣 官 房 長

各 局 長

施設等機関の長

各 幕 僚 長

情 報 本 部 長

技術研究本部長

装備施設本部長

防 衛 監 察 監

各地方防衛局長

人 事 教 育 局 長

超過勤務の縮減に関する指針について（通知）

標記について、人事院より別添のとおり通知されたので、防衛省においても、その

趣旨に沿って、一層の超過勤務の縮減に努められたい。

なお、その際には、特に下記の点に留意されたい。

記

１ 早出遅出勤務の活用

平成２１年４月１日以降、国会関係、国際関係、法令協議、予算折衝等の業務に

従事する事務官等及び一般職の職員並びに国際関係、予算折衝等の業務に従事する

自衛官に対し、官房長等又は部隊等の長が早出遅出勤務を指定できることとなった

ので、官房長等又は部隊等の長は、必要に応じて、隊務及び公務の運営に支障を来

さない範囲で、早出遅出勤務をさせる自衛官、事務官等及び一般職の職員を指定し

、超過勤務の縮減等を図ること。

２ 代日休養、休養日の振替等の適正な運用について

(1) 自衛官について

平成２１年４月１日以降、１日の代日休養に加えて、休養日に４時間以上７時

間４５分未満の勤務を命じた場合に４時間の代日休養をさせることができること

殿



となったが、今後とも、各所属長は、自衛官に対して代日休養を与える場合には

、勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務

することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの範囲内におい

て、代日休養を与えることを原則とするので、適正に運用すること。

(2) 事務官等及び一般職の職員について

事務官等及び一般職の職員に対し、休養日又は週休日に勤務を命じる場合には

、事務官等については休養日の振替及び４時間の勤務時間の割振り変更を行い、

一般職の職員については週休日の振替及び４時間の勤務時間の割振り変更を行う

ことができるとされているので、引き続き、適正に運用すること。

３ 健康への配慮

防衛省職員の健康管理に関する訓令（昭和29年防衛庁訓令第31号）の規定に基づ

く職員の健康管理を行う者（以下「健康管理者」という。）は、被管理者に定期の

健康診断を、また必要と認めるときは、臨時の健康診断を行うこと。

健康診断に当たった医師又は歯科医師である職員は、健康に異常又は異常を生ず

るおそれがあると認めた者について、同訓令別表第２の指示区分欄に掲げる指示を

行うこと。

健康管理者は、指示を受けた者については、その指示区分に応じ、同表の事後措

置の基準欄に掲げる基準に従い、適切な事後措置を採ること。
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